
 

－ －

Ｈ29現年

3基 40㎥ Ｈ29現年北村字軽井沢前地内（河南地区）

橋浦字行人前地内（北上地区）

　平成29年度は、新たに3基を整備完了し、平成30年度へ1基繰り越した。

25％
Ｈ28現年 4基 1基

予算の執行状況
予算額

35,516,000

決算額の財源内訳

決算額

35,514,410 1,435,410

その他

（単位：円）

026,000,000

地方債

予
算
科
目

3 目

9 款 消防費

消防費

成果に係る評価

事業コード

　災害発生時における無水利地域の水利確保のため、耐震性貯水槽を整備することにより、地域住民の
安全・安心な生活の確保と災害対策のさらなる充実を図る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成29年度4基を整備計画としていたが、1基を次年度への繰り越しとなった。
　現在市内全体の耐震性貯水槽の充足率は105.1％となっているが、河南地区が約78％、桃生地区が約
82％と全域に比べ低いことから、河南地区と桃生地区を中心に年4基を計画数として整備を進める。

目標値 実績等

Ｈ27
Ｈ26繰越 － 1基

予算
成果指標

25％

1 項

総
合
計
画

消防施設費

(  )
安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

　火災時の重要施設である消防水利の充実強化として、耐震性に優れた貯水槽を更新計画に基づき、3
基整備した。

　無水利地域へ耐震性貯水槽を設置したことにより、地域住民の安全・安心な生活の確保と消防施設へ
の充実、強化が図られた。

区分

一般財源国(県)支出金

8,079,000

達成率等

設置基数 容量

Ｈ27現年 4基 1基

4基 3基
Ｈ29

Ｈ28繰越 － －
75％

Ｈ28
Ｈ27繰越

設置箇所

北村字前山地内（河南地区）

予算

Ｐ94 中　事　業

消防・救急救助を充実
する

004-006-002-00629

第 4 章

事　業　名 耐震性貯水槽整備事業

第 6 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

消防施設関係費
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(  )

事　業　名 消防団ポンプ置場整備事業

予
算
科
目

3 目

9 款

1 項

消防施設費

(  )
復
興
計
画

消防施設関係費

(  )

消防費

( 2 )

第 6 節

総
合
計
画

消防費 第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

Ｐ93 中　事　業

消防・救急救助を充実
する

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

Ｈ28現年

目標値

　既存の消防団ポンプ置場の老朽化に伴い、更新計画に基づき消防団ポンプ置場を1棟新築した。

事業内容

004-006-002-00627

木造平屋建て

1棟

北上地区団大指班

100％

Ｈ29 Ｈ29現年

　消防団ポンプ置場を新築することにより、当該地区の消防力の強化及び地域住民の安全で安心して生
活できる環境の確保が図られた。

成果指標
達成率等

2棟

事業コード

　消防団の活動拠点として、消防団ポンプ置場を整備し、地区住民の安全で安心して生活できる環境の
確保を図る。

目的及び事業内容

予算

ポンプ置場名称 延床面積

実績等

31.46㎡

詰所

無

1棟

区分

Ｈ28

Ｈ27

成果に係る評価

その他

11,300,000

1棟 100％

予算の執行状況
予算額

11,800,000

決算額の財源内訳

決算額

11,397,600 97,600

Ｈ27現年 1棟

地方債国(県)支出金

　平成29年度では、1棟の消防団ポンプ置場の更新の計画整備を完了した。平成29年度の更新計画は1棟
となったが、地域住民が安全に生活できる環境の確保を図るため、老朽化した消防団ポンプ置場を更新
計画に基づき2棟程度として、順次整備を進める。

（単位：円）

2棟

一般財源

100％
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5台

石巻地区団八幡班

成果指標
達成率等

目標値 実績等

小型動力ポンプ付積載車

Ｈ29 7台 7台 100％

Ｈ27 7台 7台 100％

Ｈ28 7台

予算の執行状況
予算額

67,284,000

決算額の財源内訳

決算額

67,284,000 10,159,000

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　経年劣化した非常備消防車両を整備することにより、消防設備の充実と地域消防力の向上を推進し、
地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

目的及び事業内容

40,100,000

地方債国(県)支出金

17,025,000

1台

配備班

桃生地区団城内班

消防ポンプ自動車 1台

004-006-002-00628 事　業　名

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成29年度では、消防団消防自動車更新計画に基づき、7台の非常備消防自動車の更新を進め、7台全
ての配備が完了した。
　今後も同様に、火災等の災害から地域住民の生命と財産を保護し、安全に生活ができる環境の確保を
図るため、概ね購入から20年から25年を目安に、更新計画に基づき、順次整備を進める。

　消防団消防自動車更新計画に基づき、消防自動車7台を整備した。

車種

石巻地区団井内西班

河南地区団新田町班

河南地区団糠塚班

小型動力ポンプ付軽積載車

消防自動車関係費

台数

　非常備消防自動車を整備したことにより、消防設備の充実と地域消防力の向上が推進され、当該地域
住民の安全で安心して生活できる環境が促進された。

牡鹿地区団鮫浦班

100％

石巻地区団竹浜班

予
算
科
目

3 目

9 款

1 項

消防費

消防費

総
合
計
画

消防施設費

(  )

Ｐ93 中　事　業

消防・救急救助を充実
する

一般財源

第 4 章

7台

区分

非常備消防自動車整備事業

第 6 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める
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総
合
計
画

消防施設費

( 2 )消防費

消防費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 4 )

( 2 )

第  章
市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

各種公共施設の復旧と
復興

消防施設等の復旧・再
編

予
算
科
目

3 目

9 款

1 項

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　石巻地区広域行政事務組合消防署所再編計画に伴い4消防署所（石巻消防署、石巻消防署南分署、石
巻消防署西分署、石巻東消防署）体制が整備されたことにより、消防署所の再編が適切に図られた。

002-402-001-00402 事　業　名 消防署所再編整備事業

消防施設関係費Ｐ183 中　事　業

実績等

Ｈ28繰越 1施設 1施設

成果に係る評価

事業コード

予算の執行状況
予算額

37,431,000

決算額の財源内訳

決算額

35,365,887 1,865,887

その他

（単位：円）

033,500,000

地方債国(県)支出金

0

一般財源

　火災等の災害時から住民の安全・安心生活の保護と地域防災拠点としての機能を構築するため、消防
署所の再編が行われたことに伴い、既存出張所の解体工事を実施する。

目的及び事業内容

　消防署所の再編が行われたことに伴い、3施設の解体を実施した。

区分 予算
成果指標

達成率等
目標値

　平成29年度は、平成28年度から繰越した1施設と、新たに2施設の解体を完了した。

消防庁舎 H28繰越

湊出張所 消防庁舎 H29現年

解体施設 施設概要

100％

渡波出張所 消防庁舎 H29現年

100％

Ｈ29

予算

中央出張所

Ｈ29現年 2施設 2施設
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　住民と市が協働して土砂災害ハザードマップを作成し、配布した。

1　住民説明会の実施

　(1)地区代表者への説明（事業概要及び作成要領の説明、マップ案の提示）

　(2)地区住民への説明（事業概要の説明、マップ案の提示、意見聴収等）

　(3)地区代表者と校正確認

2　平成29年度土砂災害ハザードマップ作成地区

　(1)石巻地区：警戒区域6箇所（大泊、仁斗田地区）

　(2)桃生地区：警戒区域1箇所（神取地区）

安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

安全・安心な暮らしを
確保する

復
興
計
画

　土砂災害ハザードマップの作成により、住民を円滑な避難行動へ促すための警戒避難体制が周知さ
れ、住民の防災意識の高揚が図られた。
　平成29年度は、地区内のすべての区域指定が完了した地区から作成することとしたため、作成数は少
なくなった。

中　事　業

災害対策費

(  )消防費

004-006-003-01129 事　業　名 ハザードマップ（土砂災害）作成事業

第 6 節

( 3 ) (  )

総
合
計
画

地方債国(県)支出金

危機対策費

一般財源

25 26.0％

22.3％

達成率

-

消防費 (  )

第 4 章

Ｐ94

予
算
科
目

5 目

9 款

実施計画
掲載ページ

1 項

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　住民に対して、土砂災害警戒区域を周知するとともに、避難体制の充実強化を図るため、住民と市が
協働して土砂災害ハザードマップを作成する。また、警戒体制に不可欠な情報を共有し、円滑な避難に
つなげる。

目的及び事業内容

　宮城県が平成34年度までに土砂災害警戒区域を毎年指定していくため、県の指定と連動して、今後も
継続して土砂災害ハザードマップを作成していく必要がある。ただし、平成29年度に指定数が大きく増
加したことから、今までに作成したハザードマップよりも、1枚当たりの掲載範囲を広げて作成する
等、さらに効果的な作成方法が必要である。

※達成率は、警戒区
域指定数の累計に対
する作成済警戒区域
数の累計とする。

予算の執行状況
予算額

1,000,000

決算額の財源内訳

決算額

442,984 442,984

その他

73.3％

30

Ｈ18～Ｈ26

警戒区域指定数 作成済警戒区域数

成果指標

66 -

取　組　実　績

成　　　　果

Ｈ29 272 7

Ｈ27

Ｈ28 9 52

区分
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防護区画収容人員

施設名称

所在地

施設延床面積

防護区画面積

泊地区コミュニティセンター

泊浜台11番地1

591.3㎡

464.5㎡

140人

予算の執行状況
予算額

222,000,000

決算額の財源内訳

決算額

212,271,969 14,271,120

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

198,000,849

一般財源

成果に係る評価

事業コード

　原子力緊急事態時において、即時避難が困難な要配慮者等が一時的に退避する施設の放射線防護対策
強化として、施設内部への放射性物質の侵入を防ぐための整備を実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　今後も放射線防護対策強化を必要とする施設の整備を進める必要がある。

事　業　名 原子力災害対策事業（放射線防護対策事業）

屋内退避施設確保事業費

　女川原子力発電所の周囲10kmの区域内に所在する泊地区コミュニティセンターの放射線防護対策を強
化することにより、原子力緊急事態時、避難体制が確立するまでの間に当該施設を使用する要配慮者等
の安全確保が可能となった。

中　事　業

　原子力緊急事態時において、一時的に退避する施設の放射線防護対策強化として、既存建物の改修を
実施した。

予
算
科
目

5 目

9 款

1 項

総
合
計
画

災害対策費

(  )消防費

消防費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

第  章
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

款 消防費
総
合
計
画

第  章
復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 2 ) 情報伝達手段の整備

事業コード 001-102-001-00910 事　業　名 防災行政無線屋外子局整備事業〔復興交付金〕

6 目 東日本大震災関係費 (  )

予
算
科
目

9

1 項 消防費 第  節 ( 1 ) 新たな防災体制の構築

目的及び事業内容

　平成30年度までに、100基の防災行政無線屋外拡声子局の整備（増設）を実施し、新市街地及び沿岸
　部を中心に防災行政無線の難聴区域の解消を図る。

取　組　実　績

　防災行政無線屋外拡声子局の整備（増設）を実施した。

【設置箇所一覧】

西浜町

潮見町

西浜町臨港道路

実施計画
掲載ページ

Ｐ140 中　事　業 防災行政無線屋外子局整備事業費

須江字畳石前市道須江産業団地3号線歩道

大原浜大草山大原浜地区防災集団移転団地

設 置 箇 所

前網オソヒ沢山

小網倉浜

魚町一丁目

前網浜地区防災集団移転団地

雲雀野町二丁目

大門町二丁目

魚町一丁目

雲雀野町一丁目1号線道路

湊東土地区画整理　1号公園

魚町一丁目津波避難タワー

門脇町五丁目

成田字小塚裏畑

小船越字二子南下

石巻市水産総合振興センター

都市計画道路南光湊線緑道

河北総合センター　ビッグバン

目標値 実績等

Ｈ26 30基 17基

前谷地字中埣

魚町二丁目

雄勝町小島字小島県道釜屋谷大須雄勝線道路

100.0％

Ｈ28 20基 20基 100.0％

成　　　　果

　防災行政無線屋外拡声子局の整備（増設）を実施し、難聴地区の解消が図られた。

区分
成果指標

達成率等

成果に係る評価

　平成29年度に20基の子局を設置し、難聴地区の解消が図られたが、完全な解消には至っておらず、
　平成30年度も事業を継続する必要がある。
　平成30年度は復興交付金事業を活用して整備を行う最終年度であり、地形、電波状況、受益者数、
　住民要望等を総合判断して設置箇所を決定する。特に、必要性が高い箇所は漏れなく選定する必
　要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

佐須地区防災集団移転団地

宮城県港湾事務所　漁業取締船事務所

その他 一般財源

77,232,000 76,000,680 60,800,000 15,200,680

施　設　等

市道魚町一丁目1号線道路

小網倉浜・清水田浜地区防災集団移転団地

(株)山大

蛇田字上前沼

大街道西三丁目

渡波字佐須

潮見町

蛇田南区画整理　第2公園

石巻市大街道西三丁目水路敷

Ｈ29 20基 20基 100.0％

河北二子地区防災集団移転団地

前谷地農村公園

56.7％

Ｈ27 20基 20基
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円

円

円

円

円

　
8

※ 自主防災組織率

66.1％（自主防災組織数224組織／自治会等組織数339組織）

2,291,360円

合格者数

①自主防災会の組織化については、ここ数年横ばい状態であるが、復興事業により新たな自治会の結成
等もあることから、組織化の推進を今まで以上に促進させる必要がある。
②既存の自主防災組織の強化策については、特に防災訓練の参加率を向上させるため、補助金交付につ
いての啓発啓蒙を図る必要がある。
③地域防災リーダーの育成のための防災士養成研修講座については、地域防災会における市立学校教職
員、避難所担当職員制度における市職員、災害支援協定における事業所社員の資質向上を図り、円滑か
つ迅速な避難所運営を図るため、受講対象を一般市民だけでなく市立学校教職員、市職員、協定締結事
業所社員に拡大する必要がある。

補助金種別

防災資機材購入費補助金

防災倉庫設置費補助金

食糧備蓄購入費補助金

防災訓練費補助金

交付件数

3件

54件

1,570,000

1,011,000

Ｈ29年12月23日（土）～24日（日）

実施日

合計 76件 4,501,000

(  )

( 1 )

( 3 )

( 1 )第  章

第  節

中　事　業

補助金額

340,000

001-103-003-00296

復
興
計
画

総
合
計
画

東日本大震災関係費

Ｐ141

目

9 款 消防費

防災対策の見直し

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築

成　　　　果

取　組　実　績

防災士養成研修講座実績

事　業　名

①自主防災会の組織化を図る。
・組織数については、北上地区の仮設にっこりサンパーク団地が閉鎖されたことに伴い、1組織減に
なったものの、牡鹿地区の十八成浜で1組織増となり総数では、現状維持を保った。

③地域の防災リーダーを育成する。
・12月23日、24日の二日間にわたる研修講座を開催し、受講者52名全員が認定試験に合格し、新たな地
域のリーダーを育成した。

8件

自主防災組織機能強化事業〔復興基金〕

　「石巻市自主防災組織機能強化補助金交付要綱」に基づき、自主防災組織が行う活動に対して補助を
行っており、各自主防災組織に積極的な補助金の活用を促すよう、食糧備蓄の配備方法を複数年での分
割や追加、補充の場合でも対象となるよう要綱の一部を改正した。
　また、12月に石巻市防災士養成研修講座を開催し、新たに52名の防災士が誕生した。

11件

事業コード

　自主防災組織の機能強化を図るため、①自主防災会を組織していない町内会に組織化を促す、②既存
の自主防災組織を強化するため、防災資機材・食糧備蓄等の整備促進を図るとともに、防災訓練の実施
を促す、③石巻市防災士養成研修講座を開催し、防災士の資格取得を促進することにより、地域の防災
リーダーを育成する、以上の事業を行うことにより、地域における防災力の向上､防災意識の高揚を図
る。

目的及び事業内容

消防費1 項

実施計画
掲載ページ

地域防災力向上対策費

予
算
科
目

6

補助実績

一般財源

（単位：円）

6,792,360

②防災資機材の整備及び食糧備蓄の推進を図るとともに防災訓練の実施を促す。
・防災資機材購入補助3件、防災倉庫設置費補助8件、食糧備蓄購入補助11件、防災訓練補助54件、合計
76件の補助金を交付し、既存組織の強化が図られた。

委託料

1,580,000

52人

受講者数

52人

会場

石巻市ビッグバン

予算の執行状況
予算額

地方債国(県)支出金

7,081,000

決算額の財源内訳

決算額

その他

6,792,360

成果に係る評価
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※

　石巻市災害時備蓄計画に基づき災害用備蓄用品を更新することにより、災害時に各家庭から非常用持
出品を持参できなかった避難者に対し備蓄品を支給できる体制を整え、避難所開設時における初期運営
の円滑化と、長期化した際の避難生活の安定が図られた。

非常用食糧の配備状況

区分

年次計画に基づく更新分

目標値 実績等

アルミマット 312枚

成果指標

トイレ用テント 66張 大興水産㈱他33か所

Ｐ139

備考

備品購入

備蓄物品 数量

盛信冷凍庫㈱、大街道東第二復興住宅

防災施設の整備

　石巻市災害時備蓄計画に基づき、指定避難所等34箇所の非常用食糧及び非常用飲料水を更新した。
　また、本庁及び各総合支所の粉ミルクを更新した。

指定避難所等に配備した主な物資及び数量

324Ｌ

非常用食糧 622食

非常用飲料水

非常用食糧

第  章

　避難所開設時における初期運営の円滑化と避難生活の安定を図るため、石巻市災害時備蓄計画に基づ
き、非常用食糧及び非常用飲料水の更新を行うとともに、災害用備蓄用品を計画的に配備するもの。

12,500Ｌ

粉ミルク

001-101-002-00284 事　業　名 災害用備蓄配備事業〔復興基金〕

504箱

第  節

(  )

消防費

消防費項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

地方債国(県)支出金

地域防災力向上対策費

数量

12,500食

一般財源

決算額

事業コード

1

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

中　事　業

非常用飲料水

達成率

予
算
科
目

6 目

9 款

備考

目的及び事業内容

6,404,889

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成28年度に改定した石巻市災害時備蓄計画に基づき、計画通りに指定避難所等の備蓄品の更新が適
切に行われた。
　今後も備蓄量を維持するために計画的な入れ替えを実施する。

備蓄物品

（単位：円）

12,500食

予算の執行状況
予算額

7,078,000

石巻市営吉野町復興住宅他18か所

Ｈ29

石巻市災害時備蓄計画（平成28年度から平成31年度までの4ヶ年計画）に基づき、非常用食糧、
飲料水の更新を図る。

成果に係る評価

決算額の財源内訳

6,404,889

13,122食 104％

その他

- 291 -



合計 34件

Ｈ24 2件

5件

4件

4件

2件

0件

Ｈ29

Ｈ27 12件

Ｈ26

Ｈ25

　津波避難ビルの指定により、沿岸部における市民の不安の解消の一助となった。

区分

4件

指定件数

防災施設の整備

　新たに津波避難ビルとして2件指定した。

　津波避難ビルの指定

第33号　　石巻市営大街道東第二復興住宅 平成29年12月13日指定

東日本大震災関係費

Ｐ140 中　事　業

　　　　（住所：石巻市明神町一丁目2-29）

　　　　（住所：門脇町五丁目7-39、7-40）

国(県)支出金

地域防災力向上対策費

一般財源

001-101-003-00286 事　業　名 避難ビル整備事業〔復興交付金〕

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築消防費 第  節

(  )

総
合
計
画

目的及び事業内容

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

第  章
予
算
科
目

6 目

13件

消防費9 款

実施計画
掲載ページ

1 項

( 1 )

　津波から市民の安全を確保するため、民間事業者等が設置、建設する津波避難場所に対し、市と管理
協定の締結を行い津波避難ビルとして指定するとともに、津波避難場所整備事業費補助金として補助
し、津波避難場所の整備促進を図るもの。

13,847,000円

38,258,000円

取　組　実　績

事業コード

※Ｈ29の補助金交付は、盛信冷凍庫㈱。

平成30年3月19日指定

Ｈ28

（単位：円）

8,000,000

補助金交付事業所数

補助金交付件数

成果に係る評価

第34号　　盛信冷凍庫㈱第二冷蔵工場

9件

成　　　　果

補助金額

2件

10,000,000円

予算の執行状況
予算額

10,000,000

決算額の財源内訳

決算額

10,000,000 2,000,000

その他地方債

　平成29年度は、津波避難ビルを新たに2件指定し、合計34件の津波避難ビルが指定されたことによ
り、津波避難施設の充実が図られている。今後も、津波避難困難区域に重点を置いた事業推進が必要で
ある。

2件

18,682,000円

5,353,000円

0円

1件

86,140,000円
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1　業務委託の実施

　(1) 防災センター建設工事設計業務

　(2) 防災センター建設工事監理業務

2　工事の実施

　(1) 防災センター建設工事

3　施設概要

　(1) 構造：ＲＣ造3階建

　(2) 敷地面積：1,251.54㎡

　(3) 延べ面積：1,791.06㎡

 （4) 建築面積：　768.34㎡

  (5) 1階：ピロティ、資機材庫

　　　2階：多目的ホール、会議室、備蓄倉庫

　　　3階：災害対策本部室、オペレーション室、コールセンター

※目標値について、平成28年度までは石巻駅周辺整備事業として取り扱っていたため割愛した。

　平成29年2月25日から工事に着手し、平成30年3月15日に工事が完了、平成30年3月28日に建物引渡が
完了した。

-26.5-Ｈ28

達成率（％）
目標値 実績等

Ｈ29 100.0 84.0 84.0

Ｈ26 - 0.8 -

Ｈ27 - 13.2 -

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

都市基盤の復旧・復興

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )消防費

消防費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 3 )

( 1 )

第  章
予
算
科
目

6 目

9 款

1 項

成果に係る評価

事業コード

　石巻市防災センターは、東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模災害における災害対策本部の体制整備
強化を図るため、各防災関係機関と連携し、迅速な防災対策を行う防災拠点施設として整備したもので
ある。
　災害時に的確かつ迅速に被災状況を把握し、救命、救助、避難や災害応援復旧等の指示及びその状況
に応じた対応を速やかに行えるよう、地域の防災拠点や避難所、関係機関との連携、自衛隊を始めとす
る防災関係機関の駐留が可能な施設となっている。
　平常時は、防災に関する情報の収集・分析、防災関連業務を行うほか、防災教育としてワークショッ
プ、セミナーを開催するなど市民や自主防災組織が参加できる開かれた施設となっている。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成30年5月の供用開始を目指し、本市の防災拠点となる防災センターの工事を計画どおり進め、工
事完了後に現在運用している石巻市防災行政無線等の設備を本庁舎から移設、新たにオペレーションシ
ステム等の導入が必要になるため、事業を継続する必要がある。

001-101-001-01163 事　業　名 防災センター整備事業（津波復興拠点整備分）〔復興交付金〕

防災センター建設事業費P139 中　事　業

区分
事業の進捗率（％）

予算の執行状況
予算額

1,013,328,600

決算額の財源内訳

決算額

930,753,347 232,732,347

その他

（単位：円）

698,021,000

地方債国(県)支出金 一般財源
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